入国者数上限を即時撤廃し、訪日観光解禁を

観光立国推進協議会が決議、Go To早期再開を

　観光関係団体や企業のトップ100人が参画する「観光立国推進協議会」（委員長＝山西健一郎日本観光振興協会会長）が4月25日に都内ホテルで開催され、「観光による国際往来再開と地域経済再生に向けた決議」を採択した。
協議会終了後に会見した高橋広行副委員長（日観振副会長、日本旅行業協会会長、JTB会長）は、「国際往来の早期再開に向けて、1万人の入国者数上限の撤廃を即刻求めたい。表裏一体の関係にある日本入国時の抗原検査の廃止を求めたい。それによって日本が閉ざしている訪日インバウンド旅行客の解禁を求めたい」と要望。水際対策を世界標準並みに緩和し、国際往来を早期に再開するよう強く訴えた。
また、国内の新Go Toトラベル事業について、「どういう状況になれば始まるのかを明確に示してほしい」として、「Go Toトラベルの再開には大きなメッセージ性がある。国によるGo To事業の再開により、コロナとの共存を前提に経済活動を始めてほしいというのが業界の願望だ」と述べ、コロナ対策と経済活動の両立に向けて国としての政策判断を示してほしいと訴えた。

「観光立国推進協議会」は新型コロナの影響で開催が途絶えていたが、この日、2年ぶりに開催されたもの。コロナ禍で観光は不要不急の代名詞のように扱われ、観光産業の経営が極限の状況に追い込まれる中で、ようやくコロナ対策と経済活動の両立に向けて動き出したことから、この日の協議会では現状を共有し、喫緊の課題である国際往来の早期再開、国内観光の再起動、連携強化という3点について決議をとりまとめた。
第一の観光目的の国際往来の早期再開では、諸外国が観光に対する入国規制を大幅に緩和するなかで、訪問先として日本を考えていた人々も他国に流れているとして、「これ以上、観光面でも国際競争で後れを取ることのないよう、入国者数の制限を撤廃し、ビジネス・教育旅行・観光といった入国目的を問わず、早期かつ自由な国際往来を可能とすべき」とした。
第二の国内観光の再起動では、「観光」により個人消費を拡大し、地域経済の再生を図るよう要望した。そのためにはGo Toトラベルの早期再開、継続的な観光需要喚起策の実施を図るとともに、観光地や宿泊業の再生やDX、高付加価値化への支援、さらには持続可能な観光地づくりを進めることが必要だと訴えた。
第三の連携強化では、官民ともに縦割を超えた政策の連携・集中が必要だとして、業界の壁や行政の縦割りを乗り越え、国、自治体、産業界が緊密に連携し、より少ないインプットで大きなアウトプットを引き出すことが必要だと指摘した。
　日本の水際対策、「世界と食い違っている」

　高橋JATA会長、空港検査は長時間で密、本末転倒
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会見した高橋日観振副会長・JATA会長・JTB会長は、4月初旬にJATAの視察団団長としてハワイを訪問。さらにフィリピンで開かれたWTTC（世界旅行ツーリズム協議会）のグローバルサミットに参加し、世界のツーリズム産業界のトップらと意見交換してきた経験から、「いかに日本がやっている水際対策が世界の流れと食い違っているか」を強調した。
例えばハワイの場合、ハワイ州が認めた日本の医療機関で日本出発前にPCR検査を受けて陰性ならば、ハワイ到着後は全く通常通りの手続きで入国でき、「パスポートチェックだけで何のストレスもなく、パンデミック前よりもスムーズに入国できる状況になっている」と説明。
フィリピンについても事前手続きは若干必要なものの、「入国時にかかる時間はほんの数分」だとして、「他国もほぼ同様で、これが世界の常識、スタンダードになっている」と説明した。
それに対して、「日本の現状は世界の流れと相当大きくずれている。日本だけがイレギュラーなことを未だに続けている」として、日本の水際対策はグローバルスタンダードからかけ離れていると指摘した。
日本では、海外から日本への帰国・入国前にPCR検査を受け、かつ、日本でも到着空港で全数検査が義務付けられており、「その検査に相当長時間を要する」と指摘。成田空港では早くても2～3時間、混雑時だと5～7時間かかるのが実態だとして、「極めて旅行者に大きなストレスとなっているばかりか、その間にあちらこちらで密な状態が発生している。極めてリスキーな状況で、本末転倒な事態となっている。合理性、有効性、効率性からいっても、大いに改善の余地があると考えている」と現状に疑問を呈した。
高橋氏は、「欧米諸国やアジア諸国では水際対策の大幅緩和に舵を切っている。観光での入国を認めていない国は、もはや日本と中国ぐらい」として、「ありがたいことにコロナが落ち着いたら一番行きたい国は日本との調査結果もあるが、日本が今のままの厳しい水際対策を続け、観光目的の国際往来の扉を閉ざし続けるならば、既に世界的に始まっている誘客競争に間違いなく後れをとることになる。場合によっては世界から必要とされない国になりかねないとの大きな危機感をもっている」とした。
実際、WTTCでは全世界から集まった旅行会社から日本に観光目的で入国できないのであれば、アジアで水際対策が緩和されているタイ、シンガポール、ベトナム、フィリピンなどにシフトせざるを得ないとの声がたくさん聞かれたとして、「そうなってしまってからでは取り戻すまでにまた数年を要してしまう」と日本離れが加速することを危惧した。
そのうえで高橋氏は、「日本は国際社会の一員として、世界の潮流に歩調を合わせることが求められている。このタイミングで水際措置の大幅緩和をして、世界の人流を取り込むことが痛んだ地域経済と日本経済、観光産業の再生復活のために極めて重要だと考えている」として、政府に決断と実行を迫った。
　日本で開催予定のMICE、他国に流出
　「日本にいつ行ける？」質問に未だ回答できず
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既に、日本離れなどの実害も出始めている。協議会で報告されたところによると、2022年5月に東京で開催予定だったヤングダボス次世代サミット「One Young World」は、開催地がマンチェスターに変更されたという。しかも主催者側はその理由として、日本側の国境政策によりスムーズに開催することができないことが明らかになったために開催地と日程を変更するとその理由をホームページ上に明記しているとして、「これでは日本の信用が落ちるとの指摘があった」（久保田穣日本観光振興協会理事長）としている。
また、成田空港からは検疫の実態が報告され、相当なスペースを検疫に提供しているが、それでも厚労省のホームページでは検疫に時間を擁するため十分な注意が必要であり、とくに成田空港に夕方に到着する便では公共交通機関の運行時間中に検疫が終わらない可能性があるなどと書かれているとして、「これでは国際的な信用を落とすとの指摘があった」（同）としている。
さらに、日本政府観光局（JNTO）は世界各地に在外事務所を構えているが、各地の事務所にも日本はいつになったら観光をオープンするのかとの問い合わせが非常に多く寄せられているが、それに対して回答できない状況がずっと続いており、日本以外に旅行先を変更せざるを得ないとの意見も多く寄せられているとして、日本の現状に対する危機感が示された。
　政府の決断必要、Go Toは再開の指針示して
　観光立国を標榜も、観光孤立国への強い危機感
観光先進国といわれる諸外国をみると、コロナ対策と経済政策の両立の成否は、政府の決断と実行力にかかっていると言っても過言ではない。経済との両立に向けた取り組みがようやく始まった今こそ、政府の決断が注目されている。　高橋氏は、政府に対する要望として、「国内ではGo Toトラベルが予定されているが、どういう状況になれば始まるのか明確に示してほしい」と要望した。
「常々、感染状況を慎重に見極めながらとずっと言っているが、確かにまん延防止等重点措置や緊急事態宣言の発令中にGo Toトラベルを再開することはあり得ないが、既に宣言もまん延防止も解除された。感染状況について、具体的にどういう見極めができればGo Toを再開するのか、明確に示してほしい」とした。
そうした指針が示されないためにGo Toの再開を様子見している顧客は一杯いるとし、その点では需要回復の足枷になっているとも指摘。そのうえで、「Go Toトラベルに大いに期待するのは、大きな発信性、メッセージがある。国によるGo Toトラベルについては、コロナとの共存を前提に経済活動を始めてほしいというのが業界の願望だ」と述べた。
また、水際対策については、「訪日インバウンド旅行客の解禁をやっていないのは、本当に日本と中国だけ。世界的な流れがある中で、国際社会の一員たる日本がいつまでも鎖国状態を続けていることは国際信用上非常に問題がある。日本に行きたいという顧客が世界中にいるのに、未だに一方的に門戸を閉ざしているのは国際的にみても非常に問題がある」として、「国際的な流れとしっかりと歩調を合わせた政策判断をしてほしい」と訴えた。
「日本は観光立国と言っているが、観光孤立国に追い込まれるという強い危機感を持っている」として、国の政策判断として、世界のスタンダードに合わせて水際対策を可及的速やかに緩和してほしい」と要望した。
長引くコロナ禍に加えて、ウクライナ情勢、物価高、円安など、観光を巡る状況はさらに悪化しているとも言えるが、「最大のネガティブ要因は、やはり水際対策の緩和措置がなされていないこと。制限のかかった状態が最大のネックだ」として、厳しい水際対策が最大のネガティブ要因だと強調した。
「航空燃料の値上がりや円安、地域的なイベントリスクなど様々な問題があるが、現状はそれ以前の問題」だとして、「とにかく水際対策の緩和を進めてほしい。逆に円安だから訪日インバウンドは今がチャンスだが、日本は閉ざされたまま。その意味で、日本は広く大きくビジネスチャンスを失っている」と訴えた。
　到着空港での全数検査、「1万人でも限界に」
　入国者数上限を撤廃し到着空港での検査廃止を
水際対策の緩和では、到着空港での全数検査は「（1日当たりの入国者数上限が）1万人でも物理的に限界に来ている」として、「1万人を境に、この後は入国時の検査を撤廃してほしい」と要望した。その際、「各国はいろいろな工夫をして水際対策を行っている」として、日本についても工夫の余地があるとの見解を示した。
例えば出発72時間前の検査を48時間前に変更したうえで、到着空港での検査を廃止するのも一つの方法ではないかとした。また、到着時の検査についても空港で行わずに、待機先のホテルで検査結果を待ったり、自宅で検査を行って報告するなど、空港での待機時間を極力減らす工夫が各国で行われているとして、日本もそうした工夫が必要になっていると指摘した。
高橋氏は、「成田空港のトップがレピュテーション（評判、信用）問題に関わると言っていたが、まさにその通り」として、「1万人でも物理的に限界に来ている。これから空港で全数検査をするのは物理的に不可能。次の方法を考えないといけない。1万人を境に、この後は入国時の検査を撤廃してほしい」と重ねて要望した。
主要国・地域別『往来再開目標対象国』出入国に関する規制一覧
（決議資料より）
[image: image3.jpg]£

- iRl MERBMBRENRE] HARICET S84 —K

(RH4F4A6BTE)

AmEA

sananons | 977> |wwazm B
axnoz| RIS ‘ nuss | SEMS R

wa | wmx
wa | ax
wn | wwx
arrn | mm
se | wmx
sunnon| anz
cvkasr| anz
ave | wmz ° SuraeE o | W mmEL
r-arsur| wme ° AL e | EE-smEL
xa | sz | o axeL | oa= n-wanL
wz | o axeL = n - wanL
xcex | amz | o axeL = n-wasL
anvr | wmz | o axe = n-wasL
ees | wnz | o axeL = n-wanL
- o .
woa | amz | o axsL o R
ax : nhmn

H OREGEEA—AN—T5Y) REFORABRTORANR LG TEE ( HER 8%, ) KR DT EHT.
5972 SBERNARRA OIS, REFORARTOS SMARERD, NANTRY RROREERE AL
12 AFgoaEgRRTRoEL.

Bl BESHLT D7 RREEREARLTLE0, s SEERTRRACOLTY AT SNDATEAERD
B4 MRS ERARE SRR L RRORTORR IR A AT UL RS, WETEAORERO D LB ARE
pive

(8] — Rt EEABKRRITREBRER




�





�





�








